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「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」報告書」の一部改訂新旧対照表（案） 

※赤字：改訂箇所  

改訂案 現行 

第３１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

１ 有価証券の取得原価は、購入代価に手数料等の付随費用を加算し、こ

れに平均原価法等の方法を適用して算定した金額とする。 

２ 有価証券は、国立大学法人等が保有する目的により、次のように区分

し、評価差額等について処理した上、それぞれ区分ごとの評価額をもっ

て貸借対照表価額としなければならない。 

(1) 売買目的有価証券 

 時価の変動により利益を得ることを目的として保有する有価証券

（以下「売買目的有価証券」という。）は、時価をもって貸借対照表価

額とし、評価差額は当期の損益として処理する。（寄附金債務に計上す

る場合を除く）（注２２）（注６０） 

(2) 満期保有目的の債券 

 満期まで所有する意図をもって保有する国債、地方債、政府保証債、

その他の債券（以下「満期保有目的の債券」という。）は、取得原価を

もって貸借対照表価額とする。ただし、債券を債券金額より低い価額又

は高い価額で取得した場合において、取得価額と債券金額との差額の

性格が金利の調整と認められるときは、償却原価法に基づいて算定さ

れた価額をもって貸借対照表価額としなければならない。（注２３）（注

２４）（注２５） 

(3) 関係会社株式 

 関係会社株式は、取得原価をもって貸借対照表価額とする。ただし、

当該会社の財務諸表を基礎とした純資産額に持分割合を乗じて算定し

第３１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

１ 有価証券の取得原価は、購入代価に手数料等の付随費用を加算し、こ

れに平均原価法等の方法を適用して算定した金額とする。 

２ 有価証券は、国立大学法人等が保有する目的により、次のように区分

し、評価差額等について処理した上、それぞれ区分ごとの評価額をもっ

て貸借対照表価額としなければならない。 

(1) 売買目的有価証券 

 時価の変動により利益を得ることを目的として保有する有価証券

（以下「売買目的有価証券」という。）は、時価をもって貸借対照表価

額とし、評価差額は当期の損益として処理する。（注２２） 

(2) 満期保有目的の債券 

 満期まで所有する意図をもって保有する国債、地方債、政府保証債、

その他の債券（以下「満期保有目的の債券」という。）は、取得原価を

もって貸借対照表価額とする。ただし、債券を債券金額より低い価額又

は高い価額で取得した場合において、取得価額と債券金額との差額の

性格が金利の調整と認められるときは、償却原価法に基づいて算定さ

れた価額をもって貸借対照表価額としなければならない。（注２３）（注

２４）（注２５） 

(3) 関係会社株式 

 関係会社株式は、取得原価をもって貸借対照表価額とする。ただし、

当該会社の財務諸表を基礎とした純資産額に持分割合を乗じて算定し

た額が取得原価よりも下落した場合には、当該算定額をもって貸借対
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改訂案 現行 

た額が取得原価よりも下落した場合には、当該算定額をもって貸借対

照表価額とし、「第８５ 特定の有価証券の会計処理」を行うこととさ

れた有価証券を除き、評価差額は当期の費用として処理するとともに、

翌期首に取得原価に洗い替えなければならない。 

(4) その他の関係会社有価証券 

投資事業有限責任組合契約に関する法律（平成１０年法律第９０号）

第３条第１項に規定する投資事業有限責任組合契約に基づき取得した

有価証券は投資事業有限責任組合の財産の持分相当額をもって貸借対

照表価額とし、投資事業有限責任組合の業務の執行により獲得した損

益の持分相当額は、「第８５ 特定の有価証券の会計処理」を行うこと

とされた有価証券を除き、当期の損益として計上する。ただし、有限責

任の特約がある場合にはその範囲内で損益を認識する。 

投資事業有限責任組合が、その他有価証券の評価差額を計上してい

る場合には、その持分相当額を純資産の部にその他有価証券の評価差

額として計上し、他の剰余金と区分しなければならない。 

(5) その他有価証券 

 売買目的有価証券、満期保有目的の債券、関係会社株式及びその他の

関係会社有価証券以外の有価証券（以下「その他有価証券」という。）

は、時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額はその全額を純資産の

部に計上し、翌期首に取得原価に洗い替えなければならない。なお、純

資産の部に計上されるその他有価証券の評価差額については、純資産

の部に計上される他の剰余金と区分して記載しなければならない。（寄

附金債務に計上する場合を除く）（注２２）（注６０） 

 

 

照表価額とし、「第８５ 特定の有価証券の会計処理」を行うこととさ

れた有価証券を除き、評価差額は当期の費用として処理するとともに、

翌期首に取得原価に洗い替えなければならない。 

(4) その他の関係会社有価証券 

投資事業有限責任組合契約に関する法律（平成１０年法律第９０号）

第３条第１項に規定する投資事業有限責任組合契約に基づき取得した

有価証券は投資事業有限責任組合の財産の持分相当額をもって貸借対

照表価額とし、投資事業有限責任組合の業務の執行により獲得した損

益の持分相当額は、「第８５ 特定の有価証券の会計処理」を行うこと

とされた有価証券を除き、当期の損益として計上する。ただし、有限責

任の特約がある場合にはその範囲内で損益を認識する。 

投資事業有限責任組合が、その他有価証券の評価差額を計上してい

る場合には、その持分相当額を純資産の部にその他有価証券の評価差

額として計上し、他の剰余金と区分しなければならない。 

(5) その他有価証券 

 売買目的有価証券、満期保有目的の債券、関係会社株式及びその他の

関係会社有価証券以外の有価証券（以下「その他有価証券」という。）

は、時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額はその全額を純資産の

部に計上し、翌期首に取得原価に洗い替えなければならない。なお、純

資産の部に計上されるその他有価証券の評価差額については、純資産

の部に計上される他の剰余金と区分して記載しなければならない。（注

２２） 
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改訂案 現行 

３ 満期保有目的の債券及びその他有価証券のうち市場価格のあるもの

について時価が著しく下落したときは、回復する見込みがあると認めら

れる場合を除き、時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額は当期の

費用として処理しなければならない。 

市場価格のない株式については、発行会社の財政状態の悪化により

実質価額が著しく低下したときは、相当の減額をなし、評価差額は当期

の費用として処理しなければならない。 

 

第６３ 損益計算書の様式 

  損益計算書の標準的な様式は、次のとおりとする。 

損  益  計  算  書 

（平成○○年４月１日～平成○○年３月３１日） 

 経常費用 

   業務費 

    教育経費             ＸＸＸ          

      研究経費             ＸＸＸ          

    診療経費             ＸＸＸ          

    教育研究支援経費         ＸＸＸ          

    受託研究費            ＸＸＸ          

    共同研究費            ＸＸＸ          

    受託事業費等           ＸＸＸ          

     役員人件費            ＸＸＸ          

    教員人件費            ＸＸＸ          

    職員人件費            ＸＸＸ          

    ‥‥‥‥‥‥           ＸＸＸ  ＸＸＸ     

３ 満期保有目的の債券及びその他有価証券のうち市場価格のあるもの

について時価が著しく下落したときは、回復する見込みがあると認めら

れる場合を除き、時価をもって貸借対照表価額とし、評価差額は当期の

費用として処理しなければならない。 

市場価格のない株式については、発行会社の財政状態の悪化により

実質価額が著しく低下したときは、相当の減額をなし、評価差額は当期

の費用として処理しなければならない。 

 

第６３ 損益計算書の様式 

  損益計算書の標準的な様式は、次のとおりとする。 

損  益  計  算  書 

（平成○○年４月１日～平成○○年３月３１日） 

 経常費用 

   業務費 

    教育経費             ＸＸＸ          

      研究経費             ＸＸＸ          

    診療経費             ＸＸＸ          

    教育研究支援経費         ＸＸＸ          

    受託研究費            ＸＸＸ          

    共同研究費            ＸＸＸ          

    受託事業費            ＸＸＸ          

     役員人件費            ＸＸＸ          

    教員人件費            ＸＸＸ          

    職員人件費            ＸＸＸ          

    ‥‥‥‥‥‥           ＸＸＸ  ＸＸＸ     
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改訂案 現行 

 

（以下省略） 

第６４ 表示区分 

１ ～ ６ （省略） 

＜注４２＞ キャッシュ・フロー計算書の表示区分について 

１ ～ ９（省略） 

＜注４３＞ 業務活動によるキャッシュ・フローの区分について業務活動

によるキャッシュ・フローの区分には、例えば、次のようなものが記

載される。 

(1) 原材料、商品又はサービスの購入による支出 

(2) 人件費支出（教職員及び役員に対する報酬の支出） 

(3) その他の業務支出 

(4) 運営費交付金収入 

(5) 授業料収入、入学金収入、検定料収入、附属病院収入、受託研究等

収入、共同研究収入、受託事業等収入など教育研究の実施による収入 

(6) 補助金等収入 

(7) 補助金等の精算による返還金の支出 

(8) 寄附金収入（「第８２ 寄付金の会計処理」により資本剰余金とし

て計上されるものを除く。） 

(9) 国庫納付金の支払額 

 

＜注４４＞ 投資活動によるキャッシュ・フローの区分について 

～＜注４６＞ 利息の表示について （省略） 

 

 （以下省略） 

第６４ 表示区分 

１ ～ ６ （省略） 

＜注４２＞ キャッシュ・フロー計算書の表示区分について 

１ ～ ９（省略） 

＜注４３＞ 業務活動によるキャッシュ・フローの区分について業務活動

によるキャッシュ・フローの区分には、例えば、次のようなものが記載

される。 

(1) 原材料、商品又はサービスの購入による支出 

(2) 人件費支出（教職員及び役員に対する報酬の支出） 

(3) その他の業務支出 

(4) 運営費交付金収入 

(5) 授業料収入、入学金収入、検定料収入、附属病院収入、受託研究等

収入、受託事業等収入など教育研究の実施による収入 

(6) 補助金等収入 

(7) 補助金等の精算による返還金の支出 

(8) 寄附金収入（「第８２ 寄付金の会計処理」により資本剰余金とし

て計上されるものを除く。） 

(9) 国庫納付金の支払額 

 

＜注４４＞ 投資活動によるキャッシュ・フローの区分について 

～＜注４６＞ 利息の表示について （省略） 

 

第７７ 注記 第７７ 注記 
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改訂案 現行 

１ （省略） 

２ 重要な会計方針に係る注記事項は、まとめて記載するものとする。そ

の他の注記事項についても、重要な会計方針の注記の次に記載することが

できる。（注５０）（注５１）（注５２）（注５２の２）（注５３）（注

５４）（注５５） 

 

＜注５０＞ 附属明細書及び注記における開示について 

 ～＜注５４＞ 賃貸等不動産の時価等に関する注記 （省略） 

  

＜注５５＞ 産業競争力強化法第２２条に基づく出資に関する注記 

産業競争力強化法第２２条に基づき、国立大学法人等が必要な資金

の出資を行い取得する有価証券について、国立大学法人法施行規則第

１４条の３第１項の指定を受けた場合には、当該有価証券を発行する

認定特定研究成果活用支援事業者特定研究成果活用支援事業を実施す

る法人及び投資事業有限責任組合が認定特定研究成果活用支援事業計

画に沿って実施する特定研究成果活用支援事業の概要、当該認定特定

研究成果活用支援事業者を実施する法人の財務状況及び投資事業有限

責任組合の活動状況について注記するものとする。 

 

１ （省略） 

２ 重要な会計方針に係る注記事項は、まとめて記載するものとする。そ

の他の注記事項についても、重要な会計方針の注記の次に記載することが

できる。（注５０）（注５１）（注５２）（注５２の２）（注５３）（注

５４）（注５５） 

 

＜注５０＞ 附属明細書及び注記における開示について 

 ～＜注５４＞ 賃貸等不動産の時価等に関する注記 （省略） 

  

＜注５５＞ 産業競争力強化法第２２条に基づく出資に関する注記 

産業競争力強化法第２２条に基づき、国立大学法人等が必要な資金

の出資を行い取得する有価証券について、国立大学法人法施行規則第

１４条の３第１項の指定を受けた場合には、当該有価証券を発行する

認定特定研究成果活用支援事業者が認定特定研究成果活用支援事業計

画に沿って実施する特定研究成果活用支援事業の概要、当該認定特定

研究成果活用支援事業者の財務状況及び投資事業有限責任組合の活動

状況について注記するものとする。 

 

第８０ 補助金等の会計処理 

１ 国立大学法人等が国又は地方公共団体等から補助金等の概算交付を

受けたときは、相当額を預り補助金等として整理するものとする。預

り補助金等は流動負債に属するものとする。 

２ ～ ３  (省略) 

第８０ 補助金等の会計処理 

１ 国立大学法人等が国又は地方公共団体から補助金等の概算交付を受

けたときは、相当額を預り補助金等として整理するものとする。預り補

助金等は流動負債に属するものとする。 

２ ～ ３  (省略) 
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改訂案 現行 

第８２ 寄附金の会計処理 

１ ～ ３（省略） 

 

＜注６０＞ 寄附金の負債計上について 

１ 国立大学法人等においては、その性格上、様々な趣旨の寄附金を受け

ることが想定される。寄附金は、寄附者が国立大学法人等の業務の実施

を財産的に支援する目的で出えんするものであるが、寄附者があらかじ

めその使途を特定したり、あるいは国立大学法人等の側で使途を示して

計画的に管理支出することが想定され、国立大学法人等が通常はこれを

何らかの特定の業務のための支出に計画的に充てなければならないと

いう責務を負っているものと考えられる。このため、受領した寄附金の

会計的な性格として、あらかじめ使途が特定されて管理されている寄附

金に関しては、その未使用額と同額の負債の存在を認め、受領した期の

終了後も引き続き国立大学法人等に留保することとしている。これは、

中期計画期間の終了時においても同様であり、運営費交付金とは異な

り、精算のための収益化は不要である。 

２ また、寄附金を原資とした余裕金の運用を行うにあたっては、当該運

用により発生した収益等（評価差額を含む）について、あらかじめその

使途が特定されている場合は、寄附金債務に計上する。 

 

第８２ 寄附金の会計処理 

１ ～ ３（省略） 

 

＜注６０＞ 寄附金の負債計上について 

 国立大学法人等においては、その性格上、様々な趣旨の寄附金を受け

ることが想定される。寄附金は、寄附者が国立大学法人等の業務の実施

を財産的に支援する目的で出えんするものであるが、寄附者があらか

じめその使途を特定したり、あるいは国立大学法人等の側で使途を示

して計画的に管理支出することが想定され、国立大学法人等が通常は

これを何らかの特定の業務のための支出に計画的に充てなければなら

ないという責務を負っているものと考えられる。このため、受領した寄

附金の会計的な性格として、あらかじめ使途が特定されて管理されて

いる寄附金に関しては、その未使用額と同額の負債の存在を認め、受領

した期の終了後も引き続き国立大学法人等に留保することとしてい

る。これは、中期計画期間の終了時においても同様であり、運営費交付

金とは異なり、精算のための収益化は不要である。 
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改訂案 現行 

第１２４ 連結財務諸表の注記 

 連結財務諸表には、次の事項を注記しなければならない。 

(1) ～ (4)  （省略） 

(5) 産業競争力強化法に基づく出資事業に関する事項 

産業競争力強化法（平成25年法律第98号）第22条の規定に基づき、国

立大学法人等が必要な資金の出資を行い取得する有価証券について、

国立大学法人法施行規則第14条の３第１項の指定を受けた場合には、

当該有価証券を発行する認定特定研究成果活用支援事業者特定研究成

果活用支援事業を実施する法人及び投資事業有限責任組合が認定特定

研究成果活用支援事業計画に沿って実施する特定研究成果活用支援事

業の概要、当該認定特定研究成果活用支援事業者を実施する法人の財

務状況及び投資事業有限責任組合の活動状況 

(6) （省略） 

第１２４ 連結財務諸表の注記 

 連結財務諸表には、次の事項を注記しなければならない。 

(1) ～ (4)  （省略） 

(5) 産業競争力強化法に基づく出資事業に関する事項 

産業競争力強化法（平成25年法律第98号）第22条の規定に基づき、国

立大学法人等が必要な資金の出資を行い取得する有価証券について、

国立大学法人法施行規則第14条の３第１項の指定を受けた場合には、

当該有価証券を発行する認定特定研究成果活用支援事業者が認定特定

研究成果活用支援事業計画に沿って実施する特定研究成果活用支援事

業の概要、当該認定特定研究成果活用支援事業者の財務状況及び投資

事業有限責任組合の活動状況 

(6) （省略）  

 


